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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 32,503 37,620 42,692 50,132 56,458 

経常利益 (百万円) 669 1,208 1,213 1,556 2,405 

当期純利益 (百万円) 89 249 476 743 1,095 

持分法を適用した場

合の投資損益 
(百万円) ― ― ― ― ― 

資本金 (百万円) 137 356 747 1,278 1,278 

発行済株式総数 （株） 2,000 14,660 16,660 18,960 37,920 

純資産額 (百万円) 2,101 2,803 4,191 5,838 6,738 

総資産額 (百万円) 16,832 16,720 17,678 20,441 21,170 

１株当たり純資産額 （円） 1,050,747.62 189,756.90 251,565.90 307,917.96 177,712.38 

１株当たり配当額 

（内、１株当たり中

間配当額） 

（円）

（円） 

7,500 

(―) 

旧株 7,500 

新株  637 

(―) 

10,000 

(―) 

10,000 

(―) 

5,000 

(―) 

１株当たり当期純利

益金額 
（円） 44,935.82 18,623.21 30,274.84 44,408.99 28,900.19 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 12.5 16.8 23.7 28.6 31.8 

自己資本利益率 （％） 4.3 8.9 13.6 14.8 17.4 

株価収益率 （倍） ― ― 17.5 10.7 20.7 

配当性向 （％） 16.7 20.1 33.0 22.5 17.3 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) 84 △110 754 1,660 3,098 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △2,178 △901 △2,050 △1,907 △1,066 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) 3,432 256 △335 1,043 △1,269 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(百万円) 4,283 3,528 1,890 2,686 3,449 

従業員数 

（外、臨時従業員年

間平均雇用人員） 

（人） 
206 

(1,746) 

213 

(1,808) 

244 

(2,437) 

261 

(3,044) 

248 

(3,369) 



 （注）１ 連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 平成15年２月13日をもって、１株を３株に分割しております。また、平成15年３月１日をもって、第三者割

当増資を実施し新株式1,330株を発行しております。さらに、平成15年３月31日をもって、１株を２株に分

割しております。なお、第16期の１株当たり当期純利益金額は、株式分割は期首に行われたものとして計算

しておりますが、第三者割当増資分の新株につきましては、株式分割が新株発行日に行われたものとして計

算しております。 

５ 平成15年９月18日に有償一般募集（ブックビルディング方式）により2,000株発行しております。 

６ 平成17年３月18日に有償一般募集により2,300株発行しております。 

７ 持分法を適用した場合の投資損益につきましては、関連会社がないため、記載を省略しております。 

８ 第16期以前の株式は、非上場及び非公開であり市場価格がないため、株価収益率の記載を省略しておりま

す。 

９ 第18期において、平成17年３月２日開催の取締役会の決議により、平成17年３月31日現在の株主に対して株

式分割（１株を２株の割合）を行っております。このため、期末日の株価は権利落後の株価となっており、

表中の株価収益率の計算は、当該株式分割の影響を加味した株価に基づいて算出しております。なお、株式

分割の影響を考慮しない場合の株価収益率は、5.3倍であります。 

 10 第19期において、平成18年３月６日開催の取締役会の決議により、平成18年３月31日現在の株主に対して株

式分割（１株を２株の割合）を行っております。このため、期末日の株価は権利落後の株価となっており、

表中の株価収益率の計算は、当該株式分割の影響を加味した株価に基づいて算出しております。なお、株式

分割の影響を考慮しない場合の株価収益率は、10.3倍であります。 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和62年10月 岐阜県大垣市に株式会社山洋エージェンシー（資本金10百万円）を設立、100円均一商品の販売員

への委託方式による移動販売を開始 

平成元年５月 岐阜県大垣市本今５丁目74番地に本社を新築し、移転 

平成元年５月 初のフランチャイズ契約を、株式会社かわせ（岐阜県大垣市）と締結 

平成元年６月 長野県東筑摩郡朝日村に松本営業所を開設 

平成２年11月 長野県塩尻市に松本営業所及び物流センターを新築し、移転 

平成３年10月 千葉県松戸市に東京営業所を開設 

平成４年３月 新潟県北蒲原郡聖籠町に新潟営業所を開設 

平成４年９月 静岡県袋井市豊沢に静岡営業所を開設 

平成５年９月 大阪府堺市に大阪営業所を開設 

平成６年２月 常設店舗１号店として、「100円ショップ長崎屋岐阜店」（岐阜県岐阜市）をオープン 

平成７年10月 静岡県袋井市小山に静岡営業所及び物流センターを新築し、移転 

平成８年３月 鹿児島県姶良郡加治木町に鹿児島営業所を開設 

平成８年８月 ロードサイド出店１号店として、「100円ショップ上越高田店」（新潟県上越市）をオープン 

平成９年10月 「ショップ・ワン・オー・オー」１号店として、「ショップ・ワン・オー・オー十日町シルクモー

ル店」（新潟県十日町市）をオープン 

平成９年10月 福岡県福岡市に福岡営業所を開設 

平成10年３月 商業集積施設出店１号店として、「ショップ・ワン・オー・オー稲沢ハーモニー店」（愛知県稲沢

市）をオープン 

平成10年７月 岐阜県大垣市外渕２丁目38番地に本社及び物流センターを新築し、移転 

平成12年４月 新コンセプト店舗１号店として、「生活良品館大垣店」（岐阜県大垣市）をオープン 

平成13年４月 本社、松本及び静岡の物流センターを廃止し、物流業務を外部委託 

平成13年８月 岐阜県大垣市の本社内に東海北陸営業所を開設、鹿児島営業所を福岡営業所に統合、松本営業所を

長野営業所に変更 

平成13年10月 海外ＦＣ１号店として「彩遊館」（台湾）をオープン 

平成14年５月 秋田県能代市に秋田出張所、北海道札幌市に北海道連絡所を開設、福岡営業所を福岡出張所に変更 

平成15年２月 海外貿易を行う目的で中華人民共和国上海市に賽利亜（上海）国際貿易有限公司（出資金28万米ド

ル）を設立 

平成15年４月 商号を株式会社セリアに変更 

平成15年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成16年７月 秋田出張所を廃止し、岩手県盛岡市に東北営業所を開設 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 



３【事業の内容】 

 当社は、「１００円ショップ」の小売業及び卸売業を主な内容として、事業活動を展開しております。 

・小売業は、商品（消費財）を消費者に直営店舗にて販売する事業であります。 

・卸売業は、商品（消費財）をフランチャイジー、大口顧客に卸販売する事業であります。 

フランチャイジー、大口顧客はＦＣ店舗又は自社店舗にて消費者に販売しております。 

また、海外ＦＣ店向けに輸出又は国内代理店への卸販売も行っております。 

なお、当社商品発注に係るシステムの利用に際し基本契約を締結している先をＦＣ店舗と総称しております。た

だし、ＦＣ店舗との契約においては、商標の利用は任意であり、ロイヤリティの徴求はしておりません。 

 当社の取扱商品は、雑貨及び菓子食品に区分され、さらに雑貨は利用シーンにより28の大分類に、菓子食品は１の

大分類にカテゴリー分けされております。 

 主な取扱品は、以下のとおりであります。 

 （注） 正月、バレンタイン、クリスマス、盛夏などの短期販売の季節商品であります。 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

区分 主な取扱品 

雑貨 

キッチン用品、食器、洗濯用品、バス用品、サニタリー、洗剤、コスメティック、アクセサリー小物、

裁縫用品、文具、おもちゃ、キャラクター商品、ガーデニング用品、健康用品、衛生用品、衣類、清掃

用品、収納用品、工具、傘・雨具、電気製品、電池、ペット用品、インテリア用品、シーズン商品

（注） 

菓子食品 

インスタント食品、調味料、瓶・缶詰、麺類、米類、製菓材料、飲料、コーヒー・紅茶・茶類、パン

類、米菓、クッキー・ビスケット、スナック菓子、飴・キャンディー、チョコレート、ガム、ゼリー、

珍味、玩具菓子、シーズン商品（注） 



４【関係会社の状況】 

 記載すべき関係会社はありません。 

５【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員（当社からの出向は除く）であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の（ ）は、外書で臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

４ 臨時従業員数は、前事業年度に比べて325人増加しております。これは、新規出店に伴う人員増加によるも

のであります。 

(2) 労働組合の状況 

 当社には、労働組合はありませんが、労使関係は円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

248   

（3,369）  
34.7 4.2 4,132 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当事業年度のわが国の経済は、輸出や設備投資が順調に推移したことに加え、雇用環境の改善などから個人消費

にも増加傾向が見られるなど、緩やかな回復基調をたどりました。 

 一方、１００円ショップ業界におきましては、各社とも売上を伸ばしておりますが、小売業界における競争は一

段と厳しさを増しており、予断を許さないものとなっております。 

 このような状況のなか、当社は昨年導入した基本商材制度の徹底により既存店の底上げを図る一方、出退店を計

画的に進めてまいりました。また、ＰＯＳシステムを中核としたＩＴ投資により、管理体制の整備と業務の効率化

を進めてまいりました。 

 その結果、期末の店舗数は、直営店644店、ＦＣ店168店の合計812店となり、当事業年度の売上高は564億58百万

円（前年同期比12.6％増）、経常利益は24億５百万円（前年同期比54.6％増）、当期純利益は10億95百万円（前年

同期比47.3％増）となりました。 

 部門別売上高の状況は次のとおりであります。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度の現金及び現金同等物の期末残高は、前事業年度末に比べ７億63百万円増加し、34億49百万円となり

ました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、30億98百万円（前年同期比14億38百万円の収入増加）の

プラスとなりました。これは、たな卸資産の増加３億13百万円に対し、税引前当期純利益21億93百万円の計上及

び減価償却費８億88百万円などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、10億66百万円（前年同期比８億41百万円の支出減少）の

マイナスとなりました。これは、有形固定資産の取得が８億63百万円及び差入保証金の差入が５億87百万円とな

るなど前事業年度と比べ、新規出店に係る支出が減少したことによります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、12億69百万円（前年同期比23億12百万円の支出増加）の

マイナスとなりました。これは、長期借入れによる収入32億円に対し、約定弁済による長期借入金の返済39億99

百万円及び配当金の支払１億89百万円などによるものであります。 

区分 

第18期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第19期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 前年同期比（％） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

直営店 43,505 86.8 49,957 88.5 114.8 

ＦＣ店 5,216 10.4 5,226 9.3 100.2 

その他 1,410 2.8 1,274 2.2 90.3 

合計 50,132 100.0 56,458 100.0 112.6 



２【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

 当事業年度における仕入実績を商品区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 販売実績 

 当事業年度における販売実績を商品区分別、事業部門別及び地域別に示すと、次のとおりであります。 

ａ 商品区分別売上高 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ その他には、店舗に設置した自動販売機等の手数料収入等が含まれております。 

ｂ 事業部門別売上高 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

商品区分 仕入高（百万円） 前年同期比（％） 

雑貨 27,319 108.6 

菓子食品 7,462 109.4 

その他 98 300.6 

合計 34,880 109.0 

商品区分 売上高（百万円） 前年同期比（％） 

雑貨 46,768 112.2 

菓子食品 9,350 114.0 

その他 339 130.7 

合計 56,458 112.6 

事業部門 売上高（百万円） 前年同期比（％） 

直営売上高 49,957 114.8 

ＦＣ売上高 5,226 100.2 

卸売等売上高 887 86.9 

海外売上高 386 99.3 

合計 56,458 112.6 



ｃ 地域別売上高（直営売上高） 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 地域別の区分は、次のとおりであります。 

北海道東北地方・・・・・・北海道、青森県、秋田県、岩手県、宮城県、山形県、福島県 

関東甲信越地方・・・・・・茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、新潟

県、長野県 

東海北陸地方・・・・・・・岐阜県、愛知県、三重県、静岡県、富山県、石川県、福井県 

関西地方・・・・・・・・・滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県 

中国四国地方・・・・・・・岡山県、広島県、山口県、鳥取県、島根県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州沖縄地方・・・・・・・福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

ｄ 地域別売上高（ＦＣ売上高） 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

地域別 

売上高合計 店舗異動状況（店舗数） 

金額（百万円） 
前年同期比 
（％） 

期末店舗数 出店数 退店数 

北海道東北地方 6,937 118.4 85 9 3 

関東甲信越地方 16,777 112.4 213 27 16 

東海北陸地方 15,786 112.7 199 26 9 

関西地方 4,431 128.6 48 9 4 

中国四国地方 2,089 108.9 24 2 1 

九州沖縄地方 3,935 117.6 75 9 1 

合計 49,957 114.8 644 82 34 

地域別 

売上高合計 店舗異動状況（店舗数） 

金額（百万円） 
前年同期比 
（％） 

期末店舗数 出店数 退店数 

北海道東北地方 592 113.1 20 6 1 

関東甲信越地方 781 68.8 34 2 6 

東海北陸地方 1,777 91.4 55 6 12 

関西地方 213 90.3 11 1 3 

中国四国地方 993 122.6 30 4 0 

九州沖縄地方 867 153.4 18 5 1 

合計 5,226 100.2 168 24 23 



３【対処すべき課題】 

 当社は、競争が激化している小売業界にあって、１００円ショップという特性から価格競争ではなく、小売の基本

的要件である「品質」「品揃え」の改善、向上に経営資源を集中した結果、お客様から価格を含めた信頼とご支持を

いただき、今日まで順調に成長を続けられたものと考えております。 

 一方、均一価格を維持しつつ収益を拡大していくためには、商品市況の変動あるいは商圏の変化等さまざまなリス

クに適切に対処しながら、魅力ある商品の開発、買い心地の良いお店づくりにまい進するとともに、業務の効率化を

進めていくことが重要と認識しております。 

 当社は、中期経営計画において具体的に定めた経営目標に基づく機能別戦略に従い、これら課題に全社を挙げて取

り組み、より一層の企業価値の向上を図ってまいります。 

４【事業等のリスク】 

 以下の文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月29日）現在において、当社が判断

したものであります。 

(1) 出店に係る法的規制について 

 当社における１００円ショップ専門店の出店政策として、対象地域は全国で、出店地域における商圏等を考慮し

て「インショップ常設店」「商業集積施設テナント」及び「ロードサイド独立店」の３つのタイプで出店しており

ます。当社の現在の店舗又は今後出店を予定している店舗はすべて1,000㎡未満であり、「大規模小売店舗立地

法」による規制を受けておりません。しかしながら、当社における出店形態のうちロードサイド独立店について

は、様々な業界のオーバーストアによって退店した跡地に賃借して出店する方法を主に採用しており、将来発生す

る物件の中には同法による規制を受ける可能性があり、当社の出店計画及び経営成績が影響を受ける可能性があり

ます。 

 また、インショップ常設店及び商業集積施設テナントが入居する商業施設は同法による規制を受けており、間接

的にではありますが、当社の経営成績が影響を受ける可能性があります。 

 これらの店舗は、出店規模や地域の特徴等を考慮して、「ショップ・ワン・オー・オー」又は「Seria生活良

品」の２種類のショップコンセプトで出店しており、その基準については以下に記載しております。 

タイプ別 特徴 

インショップ常設店 比較的小規模で、商品回転効率を高め、出店コストを抑えた店舗 

商業集積施設テナント 比較的大規模で、商業集積施設のキーテナント的な店舗 

ロードサイド独立店 比較的大規模で、比較的出店コストがかかる店舗 

コンセプト別 特徴 

ショップ・ワン・オー・オー 
１００円ショップのベーシックモデルで、品揃え、お値打感、実用性を備えた生活用

品のコンビニエンスストア 

Seria生活良品 
量より質を重視した高級感と、清潔感のある店内で通路スペースを広く取り、買物の

楽しさを引き出すようにした店舗 



(2) 出店政策について 

 当社におけるショップの出店政策として、前述のように出店地域における商圏等を考慮した３つのタイプと、併

せて出店規模や地域の特徴等を考慮した２種類のショップコンセプトで出店しております。また、当社は出店に際

し、個別店舗の採算を重視した政策をとっており、既存店舗の退店等、不採算店舗の見直しを随時行ってきまし

た。しかしながら、最近の消費者の低価格志向が強まる中、１００円ショップ業界各社は業績を拡大させてきてお

り、これらを受けて、他の業界からの新規参入や既存ディスカウントショップ等の均一価格販売の増加により、市

場競争は一段と激化してきており、当社の店舗においても今まで以上に戦略的及び積極的な店舗展開が必要である

と考えております。 

 具体的には出店地域、商圏分析、出店タイプ、投資収益性等の開発戦略に基づく出店規模の拡大や、契約内容・

条件、採算性に基づく退店であります。 

 また、当社の最近５年間においては、期末店舗数に対する新規出店の割合が比較的高くなっているため、業容拡

大には店舗数の拡大が大きく影響しています。 

 したがいまして、当社の店舗政策及び計画に対して、出店条件に合致する物件が不足した場合や、出店先である

大手スーパー等のテナントの入れ替え、又は商業施設の閉鎖等により退店を余儀なくされる場合には、当初の出店

計画を達成することが不可能となり、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があることや、新規出店に係る投資割

合が、新規出店による売上高増加割合を上回る場合には、経営成績が影響を受ける可能性があります。 

(3) 借入金依存度について 

 当社は、新規出店における設備投資及び差入保証金等を主に金融機関からの借入により調達してきたため、総資

産に対する社債及び借入金の割合は34.1％（平成18年３月期末現在）となっております。 

 今後については、手許資金の有効活用等の財務戦略等により改善していく予定ではありますが、今後の金利動向

によっては経営成績が影響を受ける可能性があります。 

(4) 貸倒損失（貸倒引当金繰入）について 

 当社は、出店に際し家主に対し敷金保証金の差入を行い、また一部の店舗では売上金について預け金としており

ます。さらに、ＦＣ店舗及び大口顧客に対しては掛売による取引を行っております。 

 当社は、これらの取引先の信用状態の変化には注意を払いながら取引を行っておりますが、取引先の予期せぬ破

綻等により貸倒損失が発生するおそれがあります。また、貸倒実績率に基づき貸倒引当金を計上しておりますが、

取引先の信用状況が悪化した場合、個別に貸倒引当金を計上することがあります。 

 このように、取引先の予期せぬ破綻、信用状況悪化によっては経営成績が影響を受ける可能性があります。 

 （＊預け金とは、当社の店舗における売上金を、ディベロッパーに一時的に預けるものであります。） 

(5) 商品在庫について 

 当社の商品在庫は、積極的な店舗展開による店舗の増加に伴い増加する傾向にあり、今後についても、当社は出

店の拡大及び売場面積の拡大を図る計画であることから、商品在庫は一層増加していく予定であります。 

 当社は、最新のインターネット技術を活用したリアルタイムＰＯＳシステムを中核とした商品管理システムを構

築し、商品の販売動向、在庫の推移等の全社的なデータ管理により、欠品防止や商品回転率の向上に努めておりま

す。また、取扱いアイテム数の増加に伴う欠品率の上昇や仕入の難しさ等から取扱アイテム数は約20,000点と定

め、常に消費者に飽きられないための工夫として月間500から700アイテムを入れ替え、旧来の類似商品を廃止する

等、消費者ニーズや購買動向にも留意しております。 

 しかしながら、今後の消費者ニーズ、購買動向等の変化により、滞留在庫が発生する可能性もあり、そのような

場合には当社の経営成績が影響を受ける可能性があります。 

(6) 商品市況による影響について 

 当社は多くの商品を取り扱っており、商品市況、とりわけ原油価格の動向によってプラスチック製品等石油を原

材料とする商品を主として、幅広い商品の仕入価格が影響を受ける可能性があります。また、当社は多数の店舗を

運営しており、原油価格の動向によって、物流費、光熱費等が影響を受ける可能性があります。当事業年度では特

段の影響は見られませんでしたが、今後、原油価格が高騰した場合、当社の経営成績が影響を受ける可能性があり

ます。 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 以下の文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月29日）現在において、当社が判断

したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表作成に際し、決算日における資産・負債の数値、報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与え

る見積り及び仮定設定を行っております。この見積り及び仮定設定に関しては、過去の実績や状況に応じた合理的

かつ妥当な判断を行っておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、当初の見積りと異なる場

合があります。 

 なお、当社の採用する重要な会計方針は、第５（経理の状況）の「重要な会計方針」に記載しております。 

(2) 当事業年度の経営成績の分析 

 当事業年度の経営成績は、売上高は564億58百万円（前年同期比12.6％増）、経常利益は24億５百万円（前年同

期比54.6％増）、当期純利益は10億95百万円（前年同期比47.3％増）となっております。これらの要因は、以下の

とおりであります。 

① 売上高・売上原価 

 売上高につきましては、個人消費の回復が不鮮明な中、消費者の１００円ショップに対する支持は変わること

なく、堅調に推移しました。その結果、売上高は前年同期比12.6％増の564億58百万円となりました。これを、

事業部門別にみますと直営売上高は前年同期比14.8％増の499億57百万円となりました。これは、直営新規出店

82店が大きく寄与しております。一方、ＦＣ売上高は前年同期比0.2％増の52億26百万円、卸売等売上高は前年

同期比13.1％減の８億87百万円となりました。これは、小規模ＦＣ先の退店が発生したものの、法人ＦＣの新規

出店が補ったこと及び商品販売契約での取引が終了したものがあったためであります。海外売上高は、新規に３

か国と取引を開始しましたが、前年同期比0.7％減の３億86百万円となりました。 

 売上原価につきましては、仕入先との価格交渉を積極的に行い、仕入価格の引下げに努めました。また、基本

商材制度を導入しこれを推進することで、商品の回転を良くし在庫効率の向上を図り、同時に仕入の集約を行う

ことで仕入先との交渉力をアップさせております。これらの施策の結果及び直営売上高の増加によって、売上原

価率は61.2％と0.8ポイントの低下となりました。 

② 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費につきましては、194億71百万円となり前年同期比20億42百万円増加いたしました。こ

れは、直営新規出店に起因する地代家賃８億59百万円、給料手当８億21百万円などの増加によるものであります

が、経費効率の見直しも進めました。この結果、販管費率は34.5％と0.3ポイント低下いたしました。 

③ 営業外収益・営業外費用 

 営業外収益につきましては、退店補償金収入の増加などにより、前年同期比40百万円増の１億46百万円となり

ました。 

 営業外費用は、借入金の約定金利の低下により支払利息が減少したことなどにより、前年同期比９百万円減の

１億60百万円となりました。 

④ 特別利益・特別損失 

 特別利益につきましては、貸倒引当金戻入益の増加及び投資有価証券売却益の計上などにより、前年同期比39

百万円増の82百万円となりました。 

 特別損失につきましては、当事業年度は直営店の34店の退店に伴い、固定資産除却損及び契約解除違約金を計

上したことなどにより、前年同期比１億59百万円増の２億94百万円となりました。 

⑤ 法人税等 

 法人税等につきましては、「ＩＴ投資促進税制」の法人税額控除の対象額が減少したことなどにより税負担が

増加し、これに伴い表面税率が49.2％から50.0％に増加上昇いたしました。 



(3) 経営戦略の現状と見通し 

 当社は、中期３か年経営計画を作成し事業に取り組んでおります。中期経営計画は、消費者動向や他の小売動向

などの社会情勢、業績や各部門別課題の整備状況などの会社情勢を踏まえ、今後の３年間の基本的経営目標として

策定しております。また、この中期経営計画は、毎年見直しを行うローリング方式をとっております。 

 平成18年４月からの中期経営計画（平成18年４月から平成21年３月まで）においては、「良品開発と商品改良に

よる品質改善」「セリア・オリジナル・チェーン・オペレーションの確立」「収益管理体制の再構築」を経営目標

に掲げ、この経営目標をブレークダウンして、次の５つの機能別戦略を立案し、全社を挙げて取り組んでおりま

す。 

① ＰＯＳデータの活用システムの整備運用 

② 運営体制の再構築 

③ 新商品の導入 

④ 基本商材制度のブラッシュアップ 

⑤ 店舗網の拡充 

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フローについて 

 当事業年度の現金及び現金同等物の期末残高は、前年同期末に比べ７億63百万円増加し、34億49百万円となり

ました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比14億38百万円の収入増加となりました。これ

は、たな卸資産増加額が前年同期比６億７百万円の支出減少、税引前当期純利益増益による７億29百万円の収入

増加及び売上債権の減少による２億17百万円の収入増加などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比８億41百万円の支出減少となりました。これ

は、有形固定資産の取得による支出が前年同期比８億72百万円支出減少、無形固定資産の取得による支出が前年

同期比１億31百万円支出減少及び差入保証金の差入による支出が前年同期比３億56百万円支出減少したことなど

によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比23億12百万円の支出増加となりました。これ

は、増資を行っていないため株式の発行による収入が前年同期比10億52百万円収入減少、長期借入による収入が

前年同期比10億80百万円収入減少及び短期借入金が前年同期比３億50百万円収入減少となったことなどによるも

のであります。 

② 資金需要及び財務政策 

 当社の資金需要の主なものは、新規出店に係る設備投資に対するものであり、当事業年度では14億28百万円の

投資を行っております。前事業年度においては、ＰＯＳ設備の全店導入を行ったため資金需要が多くなりました

が、当事業年度では新規出店及び既存店のリニューアルを中心に投資しております。 

 当社は、財務体質の改善を経営上の重要な課題として位置付け、借入金依存度の引下げのための各種施策を行

っております。資金調達につきましては、調達期間と調達額を適時に行い、また金融機関の貸出意欲の上昇に併

せ金利交渉を進め調達金利の低減も図ってまいりました。 

 今後とも、財務体質の改善を目指し適時最適な各種施策を行ってまいります。 

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社経営陣は、現在の企業環境及び入手可能な情報等に基づいて、最善の経営戦略・経営方針を立案すべく努め

ております。しかし、小売業界を取り巻く環境は厳しく、企業間競争の激化は一層続くものと思われます。このよ

うな経営環境において、当社経営陣は経営に関する諸問題に対する意識を、経営陣だけに留めず広く社内全般で共

有し、問題解決に全社員で当たり速やかに解決する所存であります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度中に実施した設備投資の総額は、14億28百万円（ソフトウェア57百万円、差入保証金５億93百万円を含

む）であります。当事業年度の設備投資は、販売力の増強を図るために新規出店を引き続き推進いたしました。この

うち主なものはSeria生活良品上飯田店などSeria生活良品75店舗、その他７店舗の合計82店舗の出店に伴う建物設備

等の取得４億99百万円、差入保証金の差入５億93百万円などであります。 

 なお、営業に重要な影響を及ぼすような設備の除却、売却等はありません。 

 また、「第３ 設備の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。 



２【主要な設備の状況】 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投下資本（百万円） 
売場面積 
（㎡） 

従業 
員数 
（人）建物 

土地 
（面積㎡）

差入保証金 その他 合計 

本部（岐阜県大垣市） 管理設備 402 
838,737 

(7,076)
― 150 552 ― 72(62)

札幌北32条店（札幌市北

区）ほか北海道17店舗 
販売設備 64 

― 

(―)
115 13 193 

11,319 

(11,319)
5(93)

古内店（仙台市泉区） 

ほか宮城県14店舗 
販売設備 52 

― 

(―)
165 16 234 

7,392 

(7,392)
2(75)

秋田サンフェスタ店（秋

田市）ほか秋田県12店舗 
販売設備 34 

― 

(―)
88 17 140 

7,420 

(7,420)
5(60)

福島店（福島市） 

ほか福島県10店舗 
販売設備 24 

― 

(―)
86 7 118 

6,458 

(6,458)
1(54)

水戸東原店（水戸市） 

ほか茨城県32店舗 
販売設備 71 

― 

(―)
196 29 297 

18,383 

(18,383)
4(161)

川口グリーンシティ店

（川口市）ほか埼玉県26

舗 

販売設備 104 
― 

(―)
209 23 338 

14,998 

(14,998)
4(164)

成田店（成田市） 

ほか千葉県25店舗 
販売設備 157 

― 

(―)
221 30 409 

14,979 

(14,979)
9(169)

ラパーク瑞江店（江戸川

区）ほか東京都19店舗 
販売設備 86 

― 

(―)
163 13 263 

8,193 

(8,193)
4(141)

上大岡店（横浜市港南

区）ほか神奈川県21店舗 
販売設備 157 

― 

(―)
178 17 353 

10,993 

(10,993)
5(135)

紫竹山店（新潟市） 

ほか新潟県30店舗 
販売設備 62 

― 

(―)
131 25 219 

16,163 

(16,163)
4(122)

湯村ＳＣ店（甲府市） 

ほか山梨県14店舗 
販売設備 31 

― 

(―)
131 13 176 

8,318 

(8,318)
2(85)

駒ヶ根店（駒ヶ根市） 

ほか長野県17店舗 
販売設備 49 

― 

(―)
65 25 140 

8,979 

(8,979)
7(94)

大垣店（大垣市） 

ほか岐阜県35店舗 
販売設備 80 

― 

(―)
197 34 312 

17,444 

(17,444)
10(182)

桜台店（浜松市） 

ほか静岡県47店舗 
販売設備 141 

― 

(―)
347 63 552 

25,144 

(25,144)
15(322)

稲沢ハーモニーランド店

（稲沢市）ほか愛知県84

店舗 

販売設備 247 
― 

(―)
395 65 708 

33,344 

(32,542)
20(481)

久保田店（四日市市） 

ほか三重県22店舗 
販売設備 45 

― 

(―)
89 17 151 

8,421 

(8,421)
7(110)

堺筋本町店（堺市） 

ほか大阪府15店舗 
販売設備 51 

― 

(―)
152 16 220 

8,967 

(8,967)
3(107)

 



 （注）１ 投下資本のうち「その他」は、構築物、車両運搬具及び器具備品であります。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。 

２ 投下資本には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

３ 現在休止中の設備はありません。 

４ 売場面積欄の（ ）内は、賃借面積で内書で示しております。 

５ 従業員数欄の（ ）内は、外書で臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算による平均雇用人数）を

示しております。 

６ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投下資本（百万円） 
売場面積 
（㎡） 

従業 
員数 
（人）建物 

土地 
（面積㎡）

差入保証金 その他 合計 

松崎店（福岡市東区） 

ほか福岡県16店舗 
販売設備 64 

― 

(―)
74 18 157 

8,062 

(8,062)
2(87)

設備の内容 台数 リース期間 
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

備考 

店舗什器   393店舗 ５年  501  934 
所有権移転外ファイナンス・

リース 

ＯＡ機器等 一式 ３～５年  135   252 
所有権移転外ファイナンス・

リース 

ソフトウェア 一式 ４～５年  75  124 
所有権移転外ファイナンス・

リース 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

(2) 重要な改修 

(3) 重要な設備の除却 

 特記すべき事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の
内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 
完了予定
年月 

完成後の
増加面積 
（㎡） 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

 Seria生活良品アクロ

スモール守谷店(茨城

県守谷市) 

 新設 52 9 自己資金 
 平成18年

２月 

 平成18年

４月 
594 

 Seria生活良品小池店

(愛知県豊橋市) 
 新設 38 4 自己資金 

 平成18年

３月 

 平成18年

４月 
660 

 Seria生活良品新さっ

ぽろデュオ店(札幌市

厚別区) 

 新設 51 ― 自己資金 
 平成18年

３月 

平成18年

６月  
544 

 Seria生活良品相模原

小山店(神奈川県相模

原市) 

 新設 102 12 自己資金 
 平成18年

３月 

 平成18年

６月  
765 

 Seria生活良品八戸一

番町店(青森県八戸市) 
 新設 45 3 自己資金 

 平成18年

３月 

 平成18年

６月  
656 

 Seria生活良品瑞穂店

(岐阜県瑞穂市) 
 新設 44 ― 自己資金 

 平成18年

３月 

 平成18年

６月  
660 

 Seria生活良品山交ビ

ル店(山形県山形市) 
 新設 46 ― 自己資金 

 平成18年

４月 

 平成18年

６月  
759 

 平成19年３月までに

出店予定の53店舗 
 新設 818 23 

 自己資金 

 銀行借入 

 平成18年

４月以降 

 平成19年

３月 
31,002 

合計 1,200 53 ― ― ― ― 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 
完了予定
年月 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

 本社 

 (岐阜県大垣市) 
 システム改修 780 115 

 自己資金 

 銀行借入 

 平成14年

４月 

 平成20年

３月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 (注) 平成18年３月６日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年４月１日付で発行可能株式総数を100,000株増加さ

せ、200,000株としております。 

②【発行済株式】 

 (注) 平成18年３月６日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年４月１日付で１株を２株に分割しております。これ

により株式数は37,920株増加し、発行済株式数は75,840株となっております。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 株式分割 

分割比率 １：３ 

２ 有償第三者割当増資、発行価格330,000円、資本組入額165,000円 

山洋従業員持株会他法人32名（1,175株）個人11名（155株）に対する第三者割当増資 

３ 株式分割 

分割比率 １：２ 

４ 有償一般募集（ブックビルディング方式） 

発行価格520,000円、引受価額486,200円、発行価額391,000円、資本組入額195,000円 

５ 有償一般募集 

発行価格489,850円、発行価額462,075円、資本組入額231,038円 

６ 株式分割 

分割比率 １：２ 

７ 平成18年３月６日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年４月１日付で１株を２株に分割しております。

これにより株式数は37,920株増加し、発行済株式数は75,840株となっております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 100,000 

計 100,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 37,920 75,840 ジャスダック証券取引所 ― 

計 37,920 75,840 ― ― 

年月日 
発行済 

株式総数増減数 
（株）  

発行済 
株式総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成15年２月13日 

（注）１ 
4,000 6,000 ― 137 ― 87 

平成15年３月１日 

（注）２ 
1,330 7,330 219 356 219 306 

平成15年３月31日 

（注）３ 
7,330 14,660 ― 356 ― 306 

平成15年９月18日 

（注）４ 
2,000 16,660 391 747 581 887 

平成17年３月18日 

（注）５ 
2,300 18,960 531 1,278 531 1,419 

平成17年５月20日 

 （注）６ 
18,960 37,920 ― 1,278 ― 1,419 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

 (注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社      1,947株 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社    1,854株 

  

  （平成18年３月31日現在）

区分 

株式の状況 

端数の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 17 4 79 14 ― 1,224 1,338 ― 

所有株式数

（株） 
― 8,050 35 14,284 3,334 ― 12,217 37,920 ― 

所有株式数の

割合（％） 
― 21.23 0.09 37.67 8.79 ― 32.22 100.00 ― 

  （平成18年３月31日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ヒロコーポレーション 岐阜県大垣市外渕2丁目38番地 11,400 30.06 

河合 宏光 岐阜県大垣市 2,520 6.64 

伊藤 二作 愛知県一宮市 2,100 5.53 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口) 
東京都港区浜松町2丁目11番3号 1,947 5.13 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海1丁目8番11号 1,854 4.88 

エイチエスビーシー ファンド サー

ビシィズ クライアンツ アカウン

ト ００６ 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店） 

LEVEL 13,1 

QUEEN'S ROAD CENTRAL,HONGKONG 

(東京都中央区日本橋3丁目11番1号) 

1,222 3.22 

河合 秋代 岐阜県大垣市 1,060 2.79 

ビーエヌピー パリバ セキュリティ

ーズ サービス ルクセンブルグ ジャ

スデック セキュリティーズ 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店） 

23, AVENUE DE LA PORTE NEUVEL-

2085 LUXEMBOURG 

(東京都中央区日本橋3丁目11番1号) 

1,000 2.63 

伊藤 スミ子 愛知県一宮市 700 1.84 

住友生命保険相互会社(特別勘定) 

（常任代理人 日本トラスティ・サ

ービス信託銀行株式会社） 

東京都中央区晴海1丁目8番11号 488 1.28 

計 ― 24,291 64.05 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   37,920 37,920 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 37,920 ― ― 

総株主の議決権 ― 37,920 ― 

  （平成18年３月31日現在）

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定め

ております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株）  価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 



３【配当政策】 

 当社は、企業価値を向上させることによって株主利益を増大させることを重要な課題としております。利益配分に

つきましては、経営基盤や財務体質の強化を図り、利益水準や配当性向を考慮しつつ安定的な配当の継続を目指して

おります。また、内部留保資金につきましては、新店の設備投資や既存店舗のリニューアル資金に充当し、売上高の

拡大、株主資本利益率の一層の向上により、長期的な株主利益の増大を図ってまいります。 

 当期の年間配当金は１株当たり5,000円といたしました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第18期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会

の公表のものであります。 

２ 平成17年３月２日の取締役会決議に基づき、平成17年３月31日現在の株主に対し、平成17年５月20日付で

１：２の株式分割を行っております。なお、第18期の事業年度別最高・最低株価のうち、（ ）は株式分割

に伴う権利落後のものであります。 

３ 平成18年３月６日の取締役会決議に基づき、平成18年３月31日現在の株主に対し、平成18年４月１日付で

１：２の株式分割を行っております。なお、第19期の事業年度別最高・最低株価のうち、（ ）は株式分割

に伴う権利落後のものであります。 

４ 当社株式は、平成15年９月18日から日本証券業協会に店頭登録されております。それ以前の株価については

該当はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ 平成18年３月６日の取締役会決議に基づき、平成18年３月31日現在の株主に対し、平成18年４月１日付で

１：２の株式分割を行っております。なお、平成18年３月の月別最高・最低株価のうち、（ ）は株式分割

に伴う権利落後のものであります。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） ― ― 680,000 

583,000 

※729,000 

(249,000)

661,000 

(304,000)

最低（円） ― ― 387,000 

400,000 

※399,000 

(232,000)

214,000 

(275,000)

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 407,000 496,000 538,000 565,000 661,000 
599,000 

(304,000)

最低（円） 328,000 380,000 443,000 471,000 519,000 
563,000 

(275,000)



５【役員の状況】 

 （注） 常勤監査役川口之夫並びに監査役細井章吾及び監査役山口敬二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で

あります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
商品部長 河合 宏光 昭和22年10月13日生 

昭和62年10月 当社設立 

代表取締役社長就任（現任） 

5,040 

平成２年７月 ㈲日祥（平成10年11月㈱日祥に改

組） 代表取締役就任 

平成10年11月 ㈱日祥（現、㈱ヒロコーポレーショ

ン）代表取締役社長就任（現任） 

平成13年４月 ㈱日祥 取締役就任 

平成16年３月 商品部長就任（現任） 

専務取締役   伊藤 二作 昭和22年３月１日生 

昭和62年10月 当社入社 

取締役営業部長就任 4,200 

平成４年９月 専務取締役就任（現任） 

常務取締役 経営企画室長 河合 映治 昭和42年９月７日生 

平成２年４月 ㈱大垣共立銀行入行 

300 

平成12年10月 同行審査部調査役 

平成15年５月 当社入社 

平成15年６月 常務取締役就任（現任） 

平成17年３月 経営企画室長就任（現任） 

取締役 
業務部長 

兼業務開発部長 
岩間 靖 昭和43年５月２日生 

平成元年４月 ㈱テイ・アイ・エス入社 

240 

平成５年４月 当社入社 

平成13年４月 業務部長 

平成13年６月 取締役業務部長就任 

平成18年４月 取締役業務部長兼業務開発部長就任

（現任） 

常勤監査役   奥村 裕 昭和25年４月18日生 

昭和56年４月 佐川急便㈱入社 

360 
平成４年９月 当社入社 

営業部営業課長 

平成13年６月 常勤監査役就任（現任） 

常勤監査役   川口 之夫 昭和19年３月14日生 

昭和41年４月 ㈱十六銀行入行 

 ― 
平成７年６月 同行常勤監査役 

平成11年４月 岐阜赤十字病院事務副部長 

平成15年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

監査役   細井 章吾 昭和15年９月26日生 

昭和35年４月 名古屋国税局入局 

72 
平成10年７月 名古屋中税務署署長 

平成11年８月 税理士登録、細井税理士事務所開設 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

監査役   山口 敬二 昭和33年４月16日生 

平成２年４月 弁護士登録（名古屋弁護士会） 

― 平成５年４月 山口敬二法律事務所開設 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

計 10,212 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、経営環境の変化に迅速的確に対応し、透明性と健全性を高めた経営体制を確立し、企業をとりまくステ

ークホルダーの利害を調整しつつ、株主利益を尊重し企業価値を増大させることを基本方針としております。この

方針の下、平成18年５月２日の取締役会で決議した「内部統制システムの構築に関する基本方針」は次のとおりで

あります。 

 1 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

   コンプライアンスに関する委員会の設置、規程、行動規範及び内部通報制度の整備を行う。 

 2 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

   取締役の職務の執行に係る重要書類の保存期間等を定める規程の整備を行う。 

 3 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

   リスク管理に関する委員会の設置及び規程の整備を行う。 

 4 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   取締役の職務の執行が効率的に行われるために、規程の整備を行う。 

 5 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

   子会社に関する管理規程の整備を行う。 

 6 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

   必要に応じて内部監査室が監査役及び監査役会の補佐をする。 

 7 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

   監査役補助スタッフの当該人事については、取締役からの独立性を確保するため、監査役と事前に協議す

る。 

 8 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

   監査役への報告体制を以下のとおりに整備する。 

    ①取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、不正もしくは法令・定款違反等について監査

役に報告する。 

     従業員は、直属部長に報告するとともに、必要に応じて内部通報制度等を利用し報告する。 

    ②監査役が必要と認めた場合、取締役、委員会、従業員及び内部通報制度の責任者は業務内容等について

監査役に報告する。 

 9 その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

   監査役は、代表取締役社長、会計監査人及び内部監査室等との連携体制を図るため、適宜に情報及び意見交

換を行う。 



(1) 会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役会を設置しております。監査役４名のうち、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名は社外監査

役であります。当社は社外取締役を選任しておりません。 

②会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況等 

 （注）模式図は平成18年３月31日現在のものであります。 

 取締役会は、月１回定時取締役会、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、十分な議論を尽くした上で経営

上の重要な意思決定を行っております。常勤監査役及び非常勤監査役は、取締役会に出席し、取締役の職務執行

について厳正な監視を行っております。 

 監査役会は、年間７回開催し、監査の方針・業務の分担等を決定し、監査役全員で協議の上、取締役の職務の

執行を監査しております。 

 経営会議は、会社の抱える課題に迅速に対処するために月１回開催しております。当会議は、副部長以上で構

成される会議で、各担当部門の状況報告等を行い、その内容について出席者が意見具申を行うことで課題の共通

認識と情報の共有化を図っております。 

 内部監査室は、内部監査規程により計画的な監査を実施するほか、特命による臨時監査を行っております。ま

た、平成17年１月から自店監査制度の運用を開始し、全店において年１回以上の監査を行う体制を確立しまし

た。 

 会計監査は監査法人トーマツに依頼しており、定期的な会計監査のほか、会計上の課題について随時確認を行

い、適正な会計処理に努めております。また、顧問弁護士とは顧問契約に基づき、必要に応じて適宜アドバイス

を受けております。 

 コンプライアンス体制の整備のため、平成18年５月にコンプライアンス規程及び内部通報規程並びに行動規範

を策定しております。また、コンプライアンス委員会を発足させ、会社業務の遂行上及び役職員の行動上でのコ

ンプライアンス体制の確保、充足を図ります。 

③内部監査、監査役監査及び会計監査の状況 

 当社の内部監査及び監査役監査の組織は、専任の内部監査室長１名及び課長１名並びに常勤監査役２名が随時

協議を行いながら、本社各部や営業所・店舗に対して監査を行っております。また、内部監査室及び監査役は、

会計監査を担当する公認会計士とも情報の交換を行い、各々の監査を効率的に進めております。 

 当社の会計監査を執行した公認会計士は、松岡正明及び渋谷英司であります。また、監査業務に係る補助者

は、公認会計士６名、会計士補４名、その他１名であります。 

 当社は社外取締役を選任しておりません。常勤監査役１名及び非常勤監査役２名は社外監査役でありますが、

非常勤監査役１名は当社株式を72株所有しております。社外監査役及びその近親者並びにそれらが取締役又は監



査役に就任する会社と当社との人事、資金、技術及び取引等はありません。 

(2) リスク管理体制の整備の状況等 

 当社のリスク管理体制は、取締役会及び経営会議を中心に構築されており、毎月開催される会議の席上で業務

執行部門長又は担当取締役からその執行状況が報告され、出席者全員が共通の理解を持ち、対策の協議検討を行

っております。さらに、取締役会には非常勤監査役を含む全監査役、経営会議には常勤監査役及び内部監査室長

も出席し、各種法令や社内規程の遵守状況などコンプライアンス面での確認も行われております。 

 リスク管理体制の整備のため、平成18年５月にリスク管理規程を新たに制定しております。また、総務部を中

心にリスク管理委員会を発足させ、想定されるリスクに対する対応策等を検討してまいります。 

 情報管理体制の整備のため、文書管理規程を制定し業務執行に係る各種書類の管理保存を行っております。コ

ンピューターを中心とする情報ネットワークに関しても、その運用規程を制定し適切な管理運用を行っておりま

す。また、ネットワークの監視システムを導入し、情報の管理運営に関しては十分な注意を払っております。 

 社内規程は、法令の施行・改廃や社会環境の変化を受け随時改定作業を行い、企業としての社会的責任（ＣＳ

Ｒ）を全うすることができるように整備を行っております。 

(3) 役員報酬の内容 

 当事業年度中に取締役及び監査役に支払った報酬の内容は次のとおりであります。 

 （注） 役員報酬には、株主総会決議に基づく役員報酬及び株主総会決議による役員退職慰労金が含まれてお

ります。 

(4) 監査報酬の内容 

 監査法人トーマツへの公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務（監査証明業務） 

   に基づく報酬は17百万円であり、これ以外の報酬はありません。  

取締役に対する報酬 166百万円

監査役に対する報酬 26百万円

計 193百万円



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 (1) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  (2) 当社の財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、 当

事業年度より百万円単位をもって記載することに変更しました。なお、比較を容易にするため、前事業年度につい

ても百万円単位に組替え表示しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及

び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を

受けております。 

３ 連結財務諸表について 

 「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

資産基準 0.1％

売上高基準 0.0％

利益基準 0.7％

利益剰余金基準 △0.2％



１【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   3,477 4,241 

２ 売掛金  891 674 

３ 商品  6,328 6,641 

４ 前払費用  31 27 

５ 繰延税金資産  157 174 

６ 預け金  885 890 

７ その他  51 35 

貸倒引当金  △146 △130 

流動資産合計  11,677 57.1 12,553 59.3

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物 ※１ 4,905 4,977   

減価償却累計額  2,534 2,371 2,730 2,246 

(2）構築物  183 223   

減価償却累計額  43 140 69 154 

(3）車両運搬具  51 60   

減価償却累計額  40 10 40 19 

(4）器具備品  1,299 1,201   

減価償却累計額  629 669 675 525 

(5）土地 ※１ 949 949 

(6）建設仮勘定  36 ― 

有形固定資産合計  4,177 20.5 3,895 18.4

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２ 無形固定資産    

(1）ソフトウェア  194 190 

(2）電話加入権  22 22 

(3）その他  16 13 

無形固定資産合計  234 1.1 227 1.1

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券  199 198 

(2）関係会社出資金  33 33 

(3）長期貸付金  133 80 

(4）従業員長期貸付金  37 34 

(5）破産再生債権等  211 40 

(6）長期前払費用  107 117 

(7）繰延税金資産  232 171 

(8）敷金保証金  3,504 3,757 

(9）保険積立金  147 125 

(10）その他  78 181 

貸倒引当金  △333 △248 

投資その他の資産合計  4,352 21.3 4,493 21.2

固定資産合計  8,763 42.9 8,616 40.7

資産合計  20,441 100.0 21,170 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  4,174 4,705 

２ 短期借入金   200 ― 

３ １年内返済予定長期借
入金 

※１ 3,651 2,394 

４ １年内償還予定社債  80 80 

５ 未払金  419 370 

６ 未払費用  584 638 

７ 未払消費税等  107 205 

８ 未払法人税等  453 710 

９ 預り金  16 15 

10 賞与引当金  90 128 

11 その他  28 19 

流動負債合計  9,808 47.9 9,269 43.8

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  160 80 

２ 長期借入金 ※１ 4,201 4,658 

３ 退職給付引当金  35 29 

４ 役員退職慰労引当金  251 248 

５ 預り保証金  147 145 

固定負債合計  4,794 23.5 5,162 24.4

負債合計  14,602 71.4 14,431 68.2

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 1,278 6.3 1,278 6.0

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金    1,419 1,419 

資本剰余金合計  1,419 6.9 1,419 6.7

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金    11 11 

２ 任意積立金    

(1）特別償却準備金  3 2   

(2）別途積立金  280 283 280 282 

３ 当期未処分利益    2,836 3,743 

利益剰余金合計  3,131 15.4 4,037 19.1

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 8 0.0 3 0.0

資本合計  5,838 28.6 6,738 31.8

負債及び資本合計  20,441 100.0 21,170 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  50,132 100.0 56,458 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 期首商品たな卸高  5,407 6,328   

２ 当期商品仕入高  32,003 34,880   

合計  37,410 41,208   

３ 期末商品たな卸高  6,328 31,082 62.0 6,641 34,567 61.2

売上総利益  19,050 38.0 21,891 38.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 広告宣伝費  182 217   

２ 販売手数料  123 116   

３ 荷造運送費  508 523   

４ 役員報酬  218 192   

５ 給料手当  5,731 6,553   

６ 賞与  109 130   

７ 賞与引当金繰入額  90 128   

８ 退職給付費用  23 11   

９ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 23 ―   

10 法定福利費  338 364   

11 地代家賃  5,615 6,475   

12 減価償却費  848 888   

13 リース料  737 747   

14 水道光熱費  1,053 1,208   

15 旅費交通費  188 162   

16 消耗品費  409 360   

17 支払手数料  347 364   

18 貸倒引当金繰入額  22 55   

19 その他  855 17,429 34.8 969 19,471 34.5

営業利益  1,620 3.2 2,419 4.3

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  6 7   

２ 受取配当金  1 1   

３ 受取家賃  71 72   

４ 保険金収入  11 6   

５ 退店補償金収入  1 29   

６ その他  13 105 0.2 28 146 0.3

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  97 76   

２ 社債利息  4 1   

３ 新株発行費  9 2   

４ 貸倒引当金繰入額  31 67   

５ その他  26 170 0.3 11 160 0.3

経常利益  1,556 3.1 2,405 4.3

Ⅵ 特別利益    

１ 前期損益修正益 ※１ 21 5   

２ 固定資産売却益 ※２ 0 ―   

３ 投資有価証券売却益  ― 25   

４ 貸倒引当金戻入益  21     44   

５ その他  ― 43 0.1 6 82 0.1

     

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※３ 20 115   

２ 減損損失 ※４ 114 113   

３ 投資有価証券評価損   ― 9   

４ 貸倒損失  ― 6   

５ 契約解除違約金  ― 135 0.3 49 294 0.5

税引前当期純利益  1,464 2.9 2,193 3.9

法人税、住民税及び事
業税 

 760 1,050   

法人税等調整額  △40 720 1.4 47 1,097 2.0

当期純利益  743 1.5 1,095 1.9

前期繰越利益  2,092 2,647 

当期未処分利益  2,836 3,743 

     



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

１ 税引前当期純利益 1,464 2,193

２ 減価償却費 848 888

３ 貸倒引当金の増減額（減少：△） △67 △100

４ 賞与引当金の増減額（減少：△） 25 37

５ 退職給付引当金の増減額（減少：△） 12 △5

６ 役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） 21 △3

７ 受取利息及び受取配当金 △7 △9

８ 支払利息 102 78

９ 前期損益修正益 △21 △5

10 投資有価証券売却益 ― △25

11 固定資産除却損 20 115

12 減損損失 114 113

13 売上債権の増減額（増加：△） △104 112

14 預け金の増減額（増加：△） △85 △4

15 たな卸資産の増減額（増加：△） △920 △313

16 仕入債務の増減額（減少：△） 635 530

17 未払消費税等の増減額（減少：△） 65 98

18 その他 365 270

小計 2,469 3,970

19 利息及び配当金の受取額 8 2

20 利息の支払額 △109 △80

21 法人税等の支払額 △707 △793

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,660 3,098

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

１ 定期預金の預入による支出 △176 △704

２ 定期預金の払戻による収入 633 704

３ 有形固定資産の取得による支出 △1,736 △863

４ 有形固定資産の売却による収入 0 4

５ 無形固定資産の取得による支出 △157 △26

６ 投資有価証券の取得による支出 △0 △49

７ 投資有価証券の売却による収入 ― 57

８ 長期貸付金の回収による収入 42 28

９ 差入保証金の差入による支出 △943 △587

10 差入保証金の返還による収入 336 286

11 その他（純額） 95 83

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,907 △1,066

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

１ 短期借入金の純増減額（減少：△） 150 △200

２ 長期借入れによる収入 4,280 3,200

３ 長期借入金の返済による支出 △4,092 △3,999

４ 社債の償還による支出 △180 △80

５ 株式の発行による収入 1,052 ―

６ 配当金の支払額 △166 △189

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,043 △1,269

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 795 763

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,890 2,686

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,686 3,449

   



④【利益処分計算書】 

株主総会承認年月日  
前事業年度 

（平成17年６月29日） 
当事業年度 

（平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  2,836   3,743

Ⅱ 任意積立金取崩額    

特別償却準備金取崩額  0 0 0 0

合計  2,837   3,744

Ⅲ 利益処分額    

配当金  189 189 189 189

Ⅳ 次期繰越利益  2,647   3,554



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

  

(1）商品 

・本部在庫品 

 総平均法による原価法 

(1）商品 

・本部在庫品 

同左 

  

  

・店舗在庫品 

 売価還元法による原価法 

・店舗在庫品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法によっております。 

 なお、主な資産の耐用年数は、次の

とおりであります。 

建物    ３～47年 

構築物   10～20年 

器具備品  ２～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 

  

新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

新株発行費 

同左 

６ 引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

翌事業年度の支給見込額のうち、当事

業年度の負担すべき金額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

  

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務に基

づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

ものと認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理を採用し

ております。 

 なお、金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たしている場

合は特例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ取引及び

為替予約 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  同左 

  ヘッジ対象 変動金利借入金及び外

貨建予定取引 

ヘッジ対象  同左 

  

  

(3）ヘッジ方針 

 当社の社内規程に基づき、将来の金

利変動リスク及び為替変動リスク回避

のために行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、ヘッジの有効性

評価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

９ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書上、資金の

範囲に含めた現金及び現金同等物は、手

許現金、要求払預金及び取得日から３か

月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

短期的な投資であります。 

同左 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）が適用できることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより、営業利益及び経常利益は17百万円

増加し、税引前当期純利益は97百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

  

        ──────────── 

  

  

  

  

  

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表関係） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

（当事業年度末残高22百万円）は、金額が僅少となった

ため流動資産の「その他」に含めて表示することといた

しました。 

  

        ──────────── 



追加情報 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示方法 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割66百万円を販

売費及び一般管理費として計上しております。 

  

   

        ──────────── 

  

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供している資産 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供している資産 

建物 416百万円

土地 906百万円

計 1,323百万円

建物 402百万円

土地 906百万円

計 1,309百万円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

１年内返済予定長期借入金 1,240百万円

長期借入金 1,881百万円

計 3,122百万円

１年内返済予定長期借入金 963百万円

長期借入金 1,651百万円

計 2,615百万円

 上記の資産に対する根抵当極度額は1,657百万円

であります。 

※２ 会社が発行する株式    普通株式 50,000株

発行済株式総数      普通株式 18,960株

 上記の資産に対する根抵当極度額は1,657百万円

であります。 

※２ 会社が発行する株式    普通株式 100,000株

発行済株式総数      普通株式 37,920株

 ３ 商法施行規則第124条第３号に規定する配当制限額 

7百万円 

 ３ 商法施行規則第124条第３号に規定する配当制限額 

3百万円 



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 前期損益修正益は、過年度家賃の修正21百万円で

あります。 

※１ 前期損益修正益は、過年度ソフトウェア償却の修

正５百万円であります。 

 ※２ 固定資産売却益は、車両運搬具０百万円でありま

す。 

──────────── 

※３ 固定資産除却損は、次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損は、次のとおりであります。 

建物 15百万円

構築物 1百万円

車両運搬具 1百万円

器具備品 1百万円

ソフトウェア 0百万円

計 20百万円

建物 84百万円

構築物 5百万円

器具備品 25百万円

計 115百万円

※４ 減損損失 

 当事業年度において、当社は、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 

※４ 減損損失 

 当事業年度において、当社は、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 

店舗 建物等 
Seria生活良品八
幡店（京都府八
幡市）他18店舗 

用途 種類 場所 

店舗 建物等 

Seria生活良品紫
竹山店（新潟県
新潟市）他28店
舗 

 当社は、原則として各店舗を基本単位としてグル

ーピングしております。営業活動による損益が継続

してマイナスとなる店舗について帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額114百万円を減損損失

として特別損失に計上いたしました。その内訳は建

物75百万円、構築物39百万円であります。なお、当

該資産の回収可能価額は、使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを７％で割引いて算

出しております。 

 当社は、原則として各店舗を基本単位としてグル

ーピングしております。営業活動による損益が継続

してマイナスとなる店舗について帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額113百万円を減損損失

として特別損失に計上いたしました。その内訳は建

物95百万円、構築物18百万円であります。なお、当

該資産の回収可能価額は、使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを７％で割引いて算

出しております。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,477百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△791百万円

現金及び現金同等物 2,686百万円

現金及び預金勘定 4,241百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△791百万円

現金及び現金同等物 3,449百万円



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

取得価額相

当額 

（百万円） 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

期末残高相

当額 

（百万円）

車両運搬具 16 5 11 

器具備品 2,802 1,510 1,292 

ソフトウェア 432 282 150 

合計 3,251 1,797 1,454 

  

取得価額相

当額 

（百万円）

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

期末残高相

当額 

（百万円）

車両運搬具 17 8 9 

器具備品 2,946 1,760 1,186 

ソフトウェア 351 226 124 

合計 3,315 1,995 1,320 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 601百万円

１年超 884百万円

合計 1,486百万円

１年内 563百万円

１年超 769百万円

合計 1,333百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 703百万円

減価償却費相当額 657百万円

支払利息相当額 33百万円

支払リース料 716百万円

減価償却費相当額 681百万円

支払利息相当額 21百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（注） リース資産に配分された減損損失はないた

め、項目等は省略しております。 

５ 利息相当額の算定方法 

  

同左 

  

（注） リース資産に配分された減損損失はないた

め、項目等は省略しております。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、当該有価証券の減損処理に当たっては、時価が取得原価の50％以下に下落したときに、減損処理を行っ

ております。また、時価の下落率が取得原価の30％以上50％未満であるときは、時価の推移及び発行体の財政

状態等を勘案して、減損処理を行っております。 

２ 時価評価されていない有価証券 

  種類 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

(1）株式 62 79 17 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 62 79 17 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

(1）株式 109 107 △2 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 109 107 △2 

合計 172 186 14 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 13 



当事業年度（平成18年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、当該有価証券の減損処理に当たっては、時価が取得原価の50％以下に下落したときに、減損処理を行っ

ております。また、時価の下落率が取得原価の30％以上50％未満であるときは、時価の推移及び発行体の財政

状態等を勘案して、減損処理を行っております。 

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 ３ 時価評価されていない有価証券 

  種類 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

(1）株式 30 44 14 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 30 44 14 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

(1）株式 159 150 △8 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 159 150 △8 

合計 189 195 5 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

57 25 ― 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 3 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引及び為替予約取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 金利スワップ取引は、想定元本が借入金総額を超え

ない範囲で行うこととし、投機的な取引は行わないこ

ととしております。 

 為替予約取引は、外貨建輸入取引総額を超えない範

囲で行うこととし、投機的な取引は行わないこととし

ております。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 金利スワップ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。 

 為替予約取引は、輸入取引に係る為替変動リスクを

回避する目的で利用しております。なお、デリバティ

ブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップ取引については、特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採用しておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  金利スワップ取引及び為替予約 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段    同左 

ヘッジ対象  変動金利借入金及び外貨建予定取

引 

ヘッジ対象    同左 

③ ヘッジ方針 

 当社の社内規程に基づき、将来の金利変動リスク

及び為替変動リスク回避のために行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、ヘッジ有効性評価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 利用しているデリバティブ取引は、市場金利の変動

や為替相場の変動によるリスクを有しておりますが、

リスクヘッジを目的としていることからリスクはほと

んどないと認識しております。なお、取引の相手方は

信用度の高い金融機関であり、信用リスクはないと判

断しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

 



２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注）１ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 上記以外にも金利スワップ取引及び為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので

注記の対象から除いております。 

（退職給付関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、経理

部が取締役会の承認を得て行っております。また、経

過については定期的に取締役会に報告を行っておりま

す。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、又は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデ

リバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあり

ません。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 

区分 種類 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円）

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

市場取引 

以外の取引 

金利スワップ                 

受取変動・支払固定 543 60 △3 △3 60 ― △0 △0 

合計 543 60 △3 △3 60 ― △0 △0 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度

を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 35百万円

退職給付引当金 35百万円

退職給付債務 29百万円

退職給付引当金 29百万円

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 15百万円

特定退職金共済掛金等 7百万円

計 23百万円

勤務費用 1百万円

特定退職金共済掛金等 10百万円

計 11百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付債務の算定方法として、簡便法を採用して

おります。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

同左 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 持分法を適用した場合の投資損益等につきましては、関連会社がないため、記載を省略しております。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 持分法を適用した場合の投資損益等につきましては、関連会社がないため、記載を省略しております。 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

繰延税金資産  

未払事業税 48百万円

貸倒引当金 163百万円

賞与引当金 36百万円

退職給付引当金 13百万円

役員退職慰労引当金 99百万円

たな卸資産 26百万円

減損損失 38百万円

その他 32百万円

繰延税金資産小計 459百万円

評価性引当額 △62百万円

繰延税金資産合計 397百万円

繰延税金負債  

特別償却準備金 △1百万円

その他有価証券評価差額金 △5百万円

繰延税金負債合計 △7百万円

繰延税金資産の純額 389百万円

繰延税金資産  

未払事業税 53百万円

貸倒引当金 136百万円

賞与引当金 50百万円

退職給付引当金 11百万円

役員退職慰労引当金 98百万円

たな卸資産 23百万円

減損損失 47百万円

その他 28百万円

繰延税金資産小計 450百万円

評価性引当額 △101百万円

繰延税金資産合計 349百万円

繰延税金負債  

特別償却準備金 △1百万円

その他有価証券評価差額金 △2百万円

繰延税金負債合計 △3百万円

繰延税金資産の純額 345百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない項目 0.2％

住民税均等割額 13.0％

税額控除 △5.7％

評価性引当額の増加 2.5％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.2％

法定実効税率 39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない項目 0.1％

住民税均等割額 9.0％

税額控除 △0.9％

評価性引当額の増加 1.8％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.0％



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

 （注）１ 上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２ （株）ヒロコーポレーションは「法人主要株主」「個人主要株主及びその近親者が議決権の過半数を自己の

計算において所有している会社等」にも該当しております。 

３ 平成17年１月31日付で（株）ヒロコーポレーションから、従来当社が賃借していた不動産を取得し、同日を

もって賃借契約を解除しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 不動産鑑定評価に基づき、近隣の賃料相場を参考に決定しております。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の兼

任等 
事業上の
関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を自己

の計算にお

いて所有し

ている会社

等 

（株）ヒ

ロコーポ

レーショ

ン 

岐阜県 

大垣市 
10 

不動産賃

貸管理業 

（被所有） 

直接 30.1 

兼任 

役員１名 
なし 

不動産賃借 4 

― ― 

不動産売買 42 



（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２ 平成17年５月20日付で１株を２株とする分割を行っております。当該分割が前期首に行われたと仮定した場

合の１株当たり情報については、それぞれ次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 平成18年３月６日開催の取締役会の決議に基づき、株式分割による新株式を発行しております。 

当該株式分割の内容は、次のとおりであります。 

① 平成18年４月１日をもって平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有普通株

式１株につき２株の割合をもって分割する。 

② 分割により増加する株式数    普通株式 37,920株 

③ 配当起算日           平成18年４月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり純資産額及び１株当たり当期

純利益、並びに当期首に行われたと仮定した場合の当事業年度における１株当たり純資産額及び１株当たり当期純

利益は、それぞれ以下のとおりとなります。 

 （注）前事業年度につきましては、平成17年５月20日付の株式分割（１：２）も前事業年度の期首に行われたと仮定し

て計算しております。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 307,917円96銭 177,712円38銭 

１株当たり当期純利益金額 44,408円99銭 28,900円19銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
―  ― 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

同左 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益 743百万円 1,095百万円 

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 

普通株式に係る当期純利益 743百万円 1,095百万円 

普通株式の期中平均株式数 16,748株 37,920株 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 153,958円98銭 

１株当たり当期純利益金額  22,204円49銭 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 76,979円49銭 88,856円19銭 

１株当たり当期純利益金額 11,102円24銭  14,450円09銭 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 建物    出店に係る建物の取得   499百万円 

 器具備品  ＰＯＳ設備等       127百万円 

 ２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 建物    退店等による除却     211百万円 

 器具備品  退店等による除却     234百万円 

３ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 

株式会社大垣共立銀行 147,000 94 

株式会社ヤマナカ 47,400 56 

カネ美食品株式会社 7,120 23 

株式会社滋賀銀行 23,000 20 

株式会社ユタカファーマシー 5 3 

    計 224,525 198 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物 4,905 589 
517 

 (95)
4,977 2,730 544 2,246 

構築物 183 73 
34 

 (18)
223 69 20 154 

車両運搬具 51 13 4 60 40 3 19 

器具備品 1,299 136 234 1,201 675 256 525 

土地 949 ― ― 949 ― ― 949 

建設仮勘定 36 933 969 ― ― ― ― 

有形固定資産計 7,425 1,747 
1,760 

 (113)
7,412 3,516 825 3,895 

無形固定資産               

ソフトウェア 326 57 1 381 191 61 190 

電話加入権 22 ― 0 22 ― ― 22 

その他 21 ― ― 21 7 2 13 

無形固定資産計 370 57 2 425 198 63 227 

長期前払費用 148 35 10 173 55 14 117 

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ― 



【社債明細表】 

 （注）１ 当期末残高の（ ）は内数で１年以内償還予定の金額であります。 

２ 貸借対照表日後５年内における１年ごとの償還予定額は、次のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年以内における返済予定額は、以下

のとおりであります。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

第５回無担保社債 
平成15年 

３月27日 

240 

(80)

160 

(80)
0.31 無担保 

平成20年 

３月27日 

合計 ― 
240 

(80)

160 

(80)
― ― ― 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

80 80 ― ― ― 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 200 ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,651 2,394 0.75 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のもの

を除く。） 
4,201 4,658 0.75 

平成19年４月～ 

平成23年８月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 8,052 7,052 ― ― 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,990 1,394 927 325 



【資本金等明細表】 

 （注）１ 発行済株式数の増加の内訳は、次のとおりであります。 

平成17年５月20日付の株式分割18,960株によるものであります。 

２ 特別償却準備金の減少は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）１ 貸倒引当金の当期減少額のその他は、洗替による戻入108百万円、債権回収による戻入２百万円及び個別引

当の戻入23百万円によるものであります。 

２ 役員退職慰労引当金の当期減少額のその他は、役員報酬の改定による戻入によるものであります。  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 （百万円） 1,278 ― ― 1,278 

資本金のうち 

既発行株式 

普通株式 （株） (18,960) (18,960) (―) (37,920)

普通株式 （百万円） 1,278 ― ― 1,278 

計 （株） (18,960) (18,960) (―) (37,920)

計 （百万円） 1,278 ― ― 1,278 

資本準備金及び 

その他資本剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金 （百万円） 1,419 ― ― 1,419 

計 （百万円） 1,419 ― ― 1,419 

利益準備金及び 

任意積立金 

利益準備金 （百万円） 11 ― ― 11 

任意積立金           

特別償却準備金 （百万円） 3 ― 0 2 

別途積立金 （百万円） 280 ― ― 280 

計 （百万円） 294 ― 0 293 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 479 213 180 134 379 

賞与引当金 90 128 90 ― 128 

役員退職慰労引当金 251 ― 0 2 248 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

区分 金額（百万円） 

現金 276 

預金の種類 

当座預金 2,554 

普通預金 555 

定期預金 767 

その他預金 87 

計 3,964 

合計 4,241 

相手先 金額（百万円） 

（株）マナ・ティー 75 

（有）ブック館 43 

（株）トライアルカンパニー 36 

はるやま商事（株） 27 

（株）メイクマン 25 

その他 467 

合計 674 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

891 6,765 6,982 674 91.2 42.2 



ハ 商品 

ニ 敷金保証金 

ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

相手先別内訳 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

雑貨 6,079 

菓子食品 495 

その他 66 

合計 6,641 

区分 金額（百万円） 

大和工商リース（株） 174 

（株）ユーストア 109 

コーナン商事（株） 91 

（株）フィールコーポレーション 78 

ダイワロイヤル（株） 77 

その他 3,226 

合計 3,757 

相手先 金額（百万円） 

（株）種清 356 

エコー金属（株） 212 

サンノート（株） 210 

スルガ（株） 190 

協和紙工（株） 150 

その他 3,584 

合計 4,705 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１ 平成18年６月28日開催の定時株主総会により定款の一部変更が行われ、当社の公告方法は次のとおりとなり

ました。 

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による

公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

http://seria-group.com/ir/index.html 

２ 平成15年４月１日の商法改正により株券失効制度が創設されたことに伴い、喪失の場合、株券喪失登録申請

に係る手数料として、別途定める額が必要となります。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券  10株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号 

中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号 

中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託にかかわる手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 
有価証券報告書 

及びその添付書類 
  

事業年度 

（第18期） 
  
自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日
  

平成17年６月30日 

東海財務局長に提出 

(2） 半期報告書   
中間会計期間 

（第19期中） 
  
自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日
  

平成17年12月20日 

東海財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１７年６月３０日

株式会社セリア    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 平 野 善 得  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渋 谷 英 司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社セリアの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

セリアの平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、この

会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１８年６月２９日

株式会社セリア    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松 岡 正 明  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渋 谷 英 司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社セリアの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

セリアの平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１８年３月６日の取締役会の決議に基づき、平成１８年４月１

日をもって株式分割による新株式を発行している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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